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１ 指標に見る福島県のいま

１

(前年比：％)

(H22=100.0)

（億円）

R3=106.6
(H22=100.0)

R3=116.9

基準：年度
出典：県統計課「福島県県民経済計算」

◎震災前比 （千円）

○

○ 平成24年度以降、震災前である平成22年度の245
万円を10年連続で上回って推移している。

令和3年度の一人当たり県民所得は292万1千円と
なり、4年ぶりに前年度の水準を上回った。

◎前年度比
+3.5%

（人）

R5=87.1

1

◎震災前比

基準：各年10月1日現在
出典：H22,27,R2年=総務省「国勢調査結果」、その他の年=県統計課「福島県の推計人口」

総人口：176万人6,912人

(H22=100.0)

◎前年比
-1.3%

○

○

平成22年（震災前）と令和5年を比較すると
12.9％（262,152人）の減少となっている。

令和5年10月1日時点の推計人口は1,766,912人と
なった。

基準：年度
出典：県統計課「福島県県民経済計算」

県内総生産（名目）：7兆8,447億円

◎経済成長率
(前年度比)
+0.6%

3 一人当たり県民所得：2,921千円

○

○

令和3年度の県内総生産（名目）は、4年ぶりに前
年度の水準を上回り、震災前の平成22年度を上回
る水準で推移している。

建設業が減少した一方、新型コロナウイルス感染
症からの経済活動の回復が進み、製造業が増加と
なった。
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２ 福島県の現状

２

避難指示区域

避難者数の推移

（Ｊヴィレッジ）

製造品出荷額等の推移

観光客入込数の推移
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３ 福島県総合計画

３



４ 東日本大震災に伴うこれまでの予算措置

４



５ 当初予算額の推移

５

復興・創生分

通常分

※億円未満を四捨五入しているため、計と一致しないことがある。



６

６ 令和６年度一般会計当初予算の概要（歳入）

県 税

地方交付税等

国庫支出金

繰入金

◆ 原油価格・物価高騰に適切に対応しながら、複合災害からの復興や、人口減少の克服に向けた福島
ならではの地方創生を更に加速させ、防災力の強化や地球温暖化対策、デジタル変革を推進するなど、
総合計画を着実に前進させるための予算として編成。

歳 入

１兆３，３８２億円
１兆２，３８１億円

○ 県税収入については、県内景気は
着実に持ち直しているため、法人事
業税や地方消費税の増が見込まれる
ものの、個人県民税における定額減
税の影響による減などから、前年度
より減少する見込み。

○ 実質的な地方交付税は増額。
（普交＋臨財債＋特交 ＋20億円）

○ 震災復興特別交付税は通常分と
は別枠で確保。 （＋101億円）

○ 新型感染症の５類への移行等に
より減額となる見込み。

○ 長期避難者生活拠点形成基金
繰入金の減等により減額。

（対前年度当初△１，００１億円 △７．５％）



７ 令和６年度一般会計当初予算の概要（歳出）

７

歳 出 義務的経費

投資的経費

その他経費

１兆２，３８１億円１兆３，３８２億円

○ 人件費 職員の定年引上げによ
る退職手当の増など

○ 扶助費 新型感染症対応や災害
救助費（福島県沖地震
分等）の減など

○ 公共事業 復興分や自然災害から
の復旧などの進捗によ
る事業費の減など

○ その他 ふくしま産業復興企業
立地支援事業による減
など

○ 補助費等 新型感染症の５類への
移行や除染関連事業費
の減など

○ その他 新型感染症の５類への
移行による減など



魅力発信・交流促進

しごとづくり

豊かなまちづくり

産業推進・なりわい再生

安全・安心な暮らし

人・きずなづくり

避難地域等復興加速化 輝く人づくり

７-１ ８つの重点プロジェクト

８

・事業再開や営農再開への支援
・双葉地域における中核的病院整備の推進
・福島国際研究教育機構を核とした広域連携の推進や
研究者などの生活環境の充実 等

・産学官連携による海外留学への支援
・県自らが企画・運営する広報媒体
「オウンドメディア」の構築

・避難地域への移住の促進 等

・今後の感染症危機に備えた医療提供体制の構築
・被災者の実情に応じた迅速な生活再建支援体制の整備
・防災アプリの活用促進
・自主防災組織への防災士の参画 等

・ロボット産業や航空宇宙産業などの
福島イノベーション・コースト構想の重点分野の推進

・酒米の開発や製造技術の見える化や消費拡大
・水産業の復興加速化支援
・「福島牛」のブランド力強化 等

・健民アプリを活用したウォーキングの促進
・将来の妊娠・出産や体の変化に備えた健康管理支援
・保育施設の「遊び」環境の改善
・対話型AIの活用による児童生徒の英語力向上
・若者の定着に向けた看護の魅力発信 等

・ローカル鉄道の利活用促進や乗合バスの運行支援
・温室効果ガス削減を通じて資金を循環させる
「J-クレジット」の創出

・デジタル変革の推進 等
・

・介護現場の生産性向上に向けた支援窓口の開設
・児童生徒への県内企業の魅力発信や、
大学生と県内企業とのマッチング等による人材確保

・デジタル化に取り組む商店街への支援
・GPS位置情報の精度向上によるスマート農業推進 等

・首都圏在住の本県出身の若者とのつながり創出による
Uターンの機運醸成

・海外における県産品のトッププロモーション
・風評払拭・風化対策に向けた国内外に対する戦略的な
情報発信 等



８ 特別な財政措置

◆ 復興に係る主な基金の総積立額 ３兆１，３６６億円 （令和６年度末残高見込み ２，５９３億円）

◆ 原子力災害等復興基金を始め、復興に係る基金造成のための財源を措置
◆ 従来の国費負担の拡充とともに、事業実施状況に合わせて地方負担分を震災復興特別交付税で措置

（平成２３年度から）
◆ 震災復興特別交付税は通常の地方交付税総額とは別枠で確保（令和６年度も引き続き措置）

（２） 震災復興特別交付税の措置

（１） 基金造成の財源措置

① 直轄・補助事業の地方負担分
② 補助対象とならない地方単独事業の負担分（単独災害復旧事業、自治法派遣職員経費、警察官増員経費、風評被害対策経費等）

③ 地方税等の減収分（地方税法特例措置及び条例減免による減収額）

◆ 対象経費

◆ 本県措置状況

９

（単位：億円）

区 分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

①直轄・補助事業
の地方負担分

６８０ ５８７ ４９０ ５４１ ６３９ ７４６ ７６８ ７９１ ９５１ ８６０ １０６ ２４３ １６１ ２３７

②地方単独事業
の負担分

１４５ ２９７ ９３ １３８ １４３ １０３ ８０ ７５ ７０ ６３ ５５ ５１ ４８ ４８

③地方税等の
減収分

３９ ３０ ７５ ７０ ７１ ５４ ４７ ４０ ４１ ４３ ３４ ３４ ３２ ２６

計 ８６４ ９１４ ６５８ ７４９ ８５３ ９０３ ８９５ ９０６ １，０６２ ９６６ １９５ ３２９ ２４１ ３１１

※１）Ｈ２３年度からＲ５年度までは交付決定額、Ｒ６年度は当初予算額
※２）国の措置状況：２３年度１．６兆円、２４～２５年度０．７兆円、２６～２７年度０．６兆円、２８～２９年度０．５兆円、

３０～Ｒ２年度０．４兆円、３～６年度０．１兆円
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９ 普通会計決算の状況（歳入）

◆令和５年度の歳入決算額は１兆２,５７３億円となり、対前年度８７０億円（６．５％）の減。

1,357,616
1,458,027

1,257,263

1,563,863

1,333,983

歳入決算額推移

1,509,038

百万円

（単位　百万円）

自主財源 依存財源

28年度 265,779 30,717 272,548 15,237 677,544 107,923 726,892 2,096,640 1,006,694 1,089,946

29年度 270,982 31,496 273,166 15,497 393,553 107,191 471,978 1,563,863 757,221 806,642

30年度 275,721 35,031 269,401 15,334 300,263 93,493 344,740 1,333,983 634,481 699,502

元年度 271,484 34,171 296,380 15,234 294,949 103,222 342,176 1,357,616 626,298 731,318

2年度 284,433 31,514 290,860 14,812 354,552 128,863 404,004 1,509,038 701,407 807,631

3年度 297,955 34,457 237,603 14,739 373,471 144,251 355,551 1,458,027 666,504 791,523

4年度 298,172 38,754 243,719 14,540 324,675 139,039 285,389 1,344,288 596,411 747,877

5年度 301,968 38,918 242,600 14,225 249,755 114,053 295,744 1,257,263 610,334 646,929

使用料・手数料 国庫支出金 県債 その他の収入 合計地方譲与税 地方交付税県税等

2,096,640

1,344,288
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１０ 普通会計決算の状況（歳出）

◆令和５年度の歳出決算額は１兆２,２４３億円となり、対前年度８２５億円（６.３％）の減。

百万円

1,263,964
1,397,493

1,306,839

2,003,898

1,495,793

1,267,437

歳出決算額推移

1,404,965

（単位 百万円）

1,224,298

合計

人件費 公債費 建設事業 補助費 投資等

28年度 384,151 256,335 112,005 398,553 316,200 1,221,194 536,229 91,998 2,003,898
29年度 380,714 254,608 110,168 347,590 294,536 767,489 385,733 86,572 1,495,793
30年度 379,149 253,988 109,110 284,973 250,505 603,315 311,848 82,693 1,267,437
元年度 376,283 247,967 108,204 303,992 267,975 583,689 300,298 86,719 1,263,964
2年度 375,588 246,971 108,982 352,449 295,259 676,928 394,003 137,646 1,404,965
3年度 392,478 248,224 124,616 330,581 286,899 674,434 390,087 112,918 1,397,493
4年度 377,719 243,602 109,375 297,801 279,454 631,319 316,769 115,447 1,306,839
5年度 380,909 230,379 129,468 249,542 234,597 593,847 297,363 120,637 1,224,298

義務的経費 投資的経費 その他の経費



１１ 公営企業会計決算の状況

◆ 県立５病院１診療所（ふくしま
医療センターこころの杜、宮下
病院、南会津病院、大野病院、
ふたば医療センター附属病院、
ふたば医療センター附属ふた
ば復興診療所）の運営事業

県立病院事業

◆ ４工業用水（磐城、
勿来、小名浜、相馬）
の供給事業

工業用水道事業

◆企業債償還業務

地域開発事業

企業局事業

12

（単位 百万円）

◆ ４処理区
（県北、県中、
二本松、田村）

流域下水道事業

◆ 県立病院事業など４事業を実施。

県立病院事業 工業用水道事業 地域開発事業 流域下水道事業

5年度 4年度 (5-4) 5年度 4年度 (5-4) 5年度 4年度 (5-4) 5年度 4年度 (5-4)

収
益
的
収
支

収入 8,292 7,839 453 2,886 3,512 △ 626 1,330 1,330 0 11,687 9,583 2,104

支出 8,306 7,713 593 2,664 5,080 △ 2,416 10 21 △ 11 12,101 9,674 2,427

収支差引 △ 14 126 △ 140 222 △ 1,568 1,790 1,320 1,309 11 △ 414 △ 91 △ 323

資
本
的
収
支

収入 3,158 4,558 △ 1,400 1,164 1,918 △ 754 0 0 0 2,526 2,765 △ 239

うち企業債 2,015 2,280 △ 265 1,050 1,892 △ 842 0 0 0 320 337 △ 17

支出 3,275 4,552 △ 1,277 2,113 2,976 △ 863 1,314 1,432 △ 118 2,274 2,802 △ 528

うち企業債等償還金 1,130 1,147 △ 17 675 540 135 1,314 1,432 △ 118 1,100 1,095 5

収支差引 △ 117 6 △ 123 △ 949 △ 1,058 109 △ 1,314 △ 1,432 118 252 △ 37 289
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１２ 基金の状況

◆ 東日本大震災後は、復興基金を始めとする復興関連基金の創設に伴い、基金全体の残高は
大幅に増加したが、復興事業の進捗に伴い年々減少傾向にある。

※5年度までは決算ベース、6年度は9月補正後の額を記載。

※百万円未満を四捨五入しているため、計と一致しないことがある。

百万円

※減債基金については主要基金のほか、満期一括償還方式県債の償還に備え、公債特別管理会計から積立て、特定目的基金として管理している1,577億円（6年度末残高見込み）がある。

基金の年度末残高の推移（普通会計ベース）



１３ 債務保証・損失補償の状況

14

（単位　千円）

５年度末限度額 内　　　　　容

地方三公社 0

福島県土地開発公社 0 ・事業資金融資債務保証

福島県道路公社 0 ・事業資金融資債務保証

（福島県住宅供給公社） ― （平成２０年度末解散）

地方三公社以外の法人に係るもの 26,642,147

福島県農業振興公社 364,000 ・事業資金融資損失補償

福島県林業公社
※平成26年度より「ふくしま緑
の森づくり公社」に名称変更

25,297,647 ・事業資金融資損失補償

その他 980,500
・東日本大震災農業経営対策特別資金損失補償
・土地改良区財政基盤強化支援事業損失補償　など

12,428,000,000 ・共同発行債連帯債務

その他 27,364,615
・緊急経済対策資金（新型コロナウイルス対策特別資金）損失補償
など

12,482,006,762

債務保証・損失補償先

計

共同発行債に係るもの



１４ 各種財政指標（実質公債費比率）
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◆ 令和５年度は、元利償還金の減少等により、令和４年度より０．３ポイント改善。（低い方から全国第２位）

◆ 償還年限の多様化などにより公債費の圧縮と平準化に努めており、比率は減少傾向にある。
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１５ 各種財政指標（将来負担比率）
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◆ 令和５年度は、防災・減災に係る事業など、緊急に取り組むべき事業に県債を活用したことによる地方
債残高の増加などにより、令和４年度より１．５ポイント上昇するも、全国平均より３４．６ポイント低
い値となっている。（低い方から全国第９位）
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0.46882
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0.53346

0.54542 0.5446 0.54474 0.54482
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福島県
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１６ 各種財政指標（財政力指数）
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◆ 令和５年度は、令和４年度より０．００７９５ポイント低下。（高い方から全国第１９位）

※福島県調べ
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１７ 令和4年度一般会計等バランスシート



１８ 令和4年度一般会計等行政コスト計算書
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１９ 行財政改革に向けた取組
「福島県行財政改革プラン」に基づく令和５年度の取組状況及び令和６年度の取組の方向性【概要】



２０ 財政運営上の課題と今後の取組
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今後の取組

◆ 復興のステージが進むにつれて生じる新たな課題等に柔軟に対応するとともに、第２期復興・創生期間後も
見据え、国に対し本県の現状を丁寧に説明しながら、着実に復興を進めるための財源確保に努める。

今後の取組

◆ 財政の健全性を確保しながら、各種県債・基金の有効活用に加え、業務執行方法の改善などによる内部管理
経費の節減や事業のｽｸﾗｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾋﾞﾙﾄﾞの徹底等により歳出の精査に努める。

◆復興を着実に推進するため、第２期復興・創生期間（令和３年度～令和７年度）中に必要な財源規模として国が示した
「１．６兆円程度」のうち、当県は「１．１兆円程度」とされたことから、国の財源フレームを踏まえ、毎年度、具体的な施策を
行うための予算を確実に確保していく必要がある。

今後の課題

復興・創生分

通常事業分

◆引き続き、県民に身近な行政サービスをきめ細かに提供するためには、健全な財政運営が重要であるとともに、頻発する
自然災害からの復旧や原油価格・物価高騰への対応、自然災害に対する防災力の強化など、広範かつ多額な財政需要へ
適時適切に対応するため、安定的な財源確保が必要となる。

今後の課題



２１ 県債残高の推移
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（単位 億円）

◆ 令和元年度以降、災害復旧や防災・減災に係る事業など、緊急に取り組むべき事業に県債を活用した
ことにより、臨時財政対策債を除く県債残高が増加している。このような増加せざるを得ない県債に
ついても、地方交付税措置がある有利な県債を最大限活用し、将来負担の軽減を図っている。

12,049 12,029
12,153

12,618
12,964

13,346
13,536 13,723

13,930 14,138
14,344 14,573

14,583 14,590
14,817

15,332
15,799

16,093

16,887

※令和５年度までは決算ベース、令和６年度は当初予算ベース （各年度には前年度からの繰越発行分含む）

県債残高の推移（一般会計＋公債管理特別会計）
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２２ 県債元利償還見込み

（注） ・ ７年度以降の県債発行額は、６年度当初予算と同額との前提で試算した。

・ 「償還元金」は、借換債を除くほか、減債基金への元金積立金を含み、減債基金からの元金償還（取崩）を除く実質的な償還額。

・ 今後発行予定の「想定金利」は令和６年度政府予算を参考に、１０年債１．９％、５年債１．２％として試算。

県債元利償還金の推移見込み（一般会計＋公債管理特別会計）

◆ 災害復旧や防災・減災に係る事業など、緊急に取り組むべき事業の実施により県債残高が増加したことに
伴い、元利償還金が増加する見込み。

◆ 今後とも、償還年限の多様化などにより公債費の圧縮と平準化を図り、計画的かつ円滑な償還を行う。

5年度
（決算）

6年度
（当初）

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

償還元金（借換債を除く） 945  887 888 895 926 1,016 1,001 1,017

償還利子 48 74 82 110 140 166 194 220

償還金合計(億円） 993 961 970 1,005 1,065 1,182 1,195 1,237
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【令和６年度の発行予定】

◆ 発 行 額 ： １００億円 ◆ 償還方法 ： 満期一括償還

◆ 発行時期 ： 令和６年１１月 ◆ 償還年限 :  １０年

東邦銀行（代表受託行・幹事）

みずほ銀行（副受託行・幹事）

福島銀行、大東銀行、

三井住友銀行、信金中央金庫、

福島信用金庫、二本松信用金庫、

郡山信用金庫、須賀川信用金庫、

白河信用金庫、会津信用金庫、

あぶくま信用金庫、ひまわり信用金庫

みずほ証券、大和証券、

ＳＭＢＣ日興証券、野村證券、

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、

東海東京証券、岡三証券、しんきん証券、

ＳＢＩ証券、ゴールドマン・サックス証券、

バークレイズ証券、丸三証券

２３ 福島県市場公募地方債の発行について

銀行等(14行) 証券会社(12社)

引受シンジケート団

※今後の資金需要により更なる市場公募地方債の発行も検討しております。（R7年2月、100億円発行予定）
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